
議案第１１８号 

   さいたま市教育職員の給与の特例に関する条例の制定について

 さいたま市教育職員の給与の特例に関する条例を次のように定める。

  平成２５年６月１７日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

   さいたま市教育職員の給与の特例に関する条例

（さいたま市教育職員の給与等に関する条例の特例）

第１条 この条例の施行の日から平成２６年３月３１日までの間（以下「特例期間」

という。）においては、教育職員（さいたま市教育職員の給与等に関する条例（平

成１３年さいたま市条例第１１０号。以下この項において「給与等条例」という。

）第２条第２項に規定する教育職員で、埼玉県給与条例（給与等条例第３条第１項

の規定によりその例によることとされる学校職員の給与に関する条例（昭和３１年

埼玉県条例第３３号）をいう。以下この条において同じ。）第５条第１号に掲げる

学校職員の例により埼玉県給与条例別表第１教育職給料表 の適用を受けることと

なるもの及び給与等条例第４条第１項の規定により埼玉県給与条例別表第２教育職

給料表 の適用を受けるものをいう。以下同じ。）に対する給料月額（学校職員の

給与に関する条例の一部を改正する条例（平成１８年埼玉県条例第２９号）附則第

７項の規定の適用を受けることとなる教育職員にあっては同項の規定により給料と

して支給することとなる額を含めた額とし、埼玉県給与条例附則第６項の規定の適

用を受けることとなる教育職員にあっては同項本文の規定によりその半額を減ぜら

れた額とする。以下この条において同じ。）の支給に当たっては、給料月額から、

給料月額に、当該教育職員に適用される次の表の左欄に掲げる給料表及び同表の中

欄に掲げる職務の級の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める割合（第３項におい

て「支給減額率」という。）を乗じて得た額に相当する額を減ずる。 

給料表 職務の級 割合

埼玉県給与条例別表第

１教育職給料表 

１級及び２級（３６号給以上

の号給を除く。）

１００分の４．７

２級（３６号給以上の号給に

限る。）、特２級及び３級

１００分の７．７

 ４級 １００分の９．７

埼玉県給与条例別表第 １級及び２級（４８号給以上 １００分の４．７



２教育職給料表 の号給を除く。）

２級（４８号給以上の号給に

限る。）、特２級及び３級

１００分の７．７

４級 １００分の９．７

２ 特例期間においては、埼玉県給与条例第１３条において準用する職員の給与に関

する条例（昭和２７年埼玉県条例第１９号。以下この条において「埼玉県職員給与

条例」という。）第２１条第１項又は第３項から第５項までの規定による教育職員

に対する給料の支給に当たっては、前項の規定にかかわらず、当該給料の額から、

次の各号に掲げる規定の区分に応じ当該各号に定める額に相当する額を減ずる。

 埼玉県給与条例第１３条において準用する埼玉県職員給与条例第２１条第１項 

前項に定める額

 埼玉県給与条例第１３条において準用する埼玉県職員給与条例第２１条第３項 

前項に定める額に１００分の８０を乗じて得た額

 埼玉県給与条例第１３条において準用する埼玉県職員給与条例第２１条第４項

 前項に定める額に、同条第４項の規定により当該教育職員に支給される給料に

係る割合を乗じて得た額

 埼玉県給与条例第１３条において準用する埼玉県職員給与条例第２１条第５項

 前項に定める額に、同条第５項の規定により当該教育職員に支給される給料に

係る割合を乗じて得た額

３ 特例期間においては、埼玉県給与条例第１１条において準用する埼玉県職員給与

条例第１３条第１項に規定する勤務１時間当たりの給与額は、埼玉県給与条例第１

１条の２において準用する埼玉県職員給与条例第１８条第１項の規定にかかわらず、

同項の規定により算出した給与額から、給料月額に１２を乗じ、その額を１週間当

たりの勤務時間に５２を乗じたもので除して得た額に当該教育職員の支給減額率を

乗じて得た額に相当する額を減じた額とする。

（さいたま市教育職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の特例）

第２条 特例期間においては、教育職員に対するさいたま市教育職員の勤務時間、休

日及び休暇に関する条例（平成１３年さいたま市条例第１０７号）第３条の規定に

よりその例によることとされる学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７

年埼玉県条例第２８号）第１２条第２項の規定の適用については、同項中「職員の



給与に関する条例第１３条第１項（学校職員の給与に関する条例第１１条において

準用する場合を含む。）」とあるのは「さいたま市教育職員の給与等に関する条例

（平成１３年さいたま市条例第１１０号）第３条第１項の規定によりその例による

こととされる学校職員の給与に関する条例第１１条において準用する職員の給与に

関する条例第１３条第１項」と、「職員の給与に関する条例第１８条第１項」とあ

るのは「さいたま市教育職員の給与の特例に関する条例（平成２５年さいたま市条

例第  号）第１条第３項」とする。

 （さいたま市教育職員の育児休業等に関する条例の特例）

第３条 特例期間においては、教育職員に対するさいたま市教育職員の育児休業等に

関する条例（平成１３年さいたま市条例第１０８号）第３条の規定によりその例に

よることとされる職員の育児休業等に関する条例（平成４年埼玉県条例第６号）第

３２条の規定の適用については、同条中「職員が」とあるのは「さいたま市教育職

員の給与の特例に関する条例（平成２５年さいたま市条例第  号）第１条第１項

に規定する教育職員が」と、「職員の給与条例第１３条第１項（学校職員の給与条

例第１１条において準用する場合を含む。）」とあるのは「さいたま市教育職員の

給与等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第１１０号）第３条第１項の規定

によりその例によることとされる学校職員の給与条例第１１条において準用する職

員の給与条例第１３条第１項」と、「職員の給与条例第１８条第１項（学校職員の

給与条例第１１条の２において準用する場合を含む。）」とあるのは「さいたま市

教育職員の給与の特例に関する条例第１条第３項」とする。

 （公益的法人等へのさいたま市職員の派遣等に関する条例の特例）

第４条 特例期間においては、教育職員に対する公益的法人等へのさいたま市職員の

派遣等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第３０３号）第４条の規定の適用

については、同条中「給料」とあるのは、「給料の額からさいたま市教育職員の給

与の特例に関する条例（平成２５年さいたま市条例第  号）第１条第１項又は第

２項の規定により支給に当たって減ずることとされる額に相当する額を減じた額」

とする。

 （外国の地方公共団体の機関等に派遣されるさいたま市職員の処遇等に関する条例

の特例）



第５条 特例期間においては、教育職員に対する外国の地方公共団体の機関等に派遣

されるさいたま市職員の処遇等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第３０４

号）第８条の規定によりその例によることとされる外国の地方公共団体の機関等に

派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和６３年埼玉県条例第１号）第４条第１

項の規定の適用については、同項中「給料」とあるのは、「給料の額からさいたま

市教育職員の給与の特例に関する条例（平成２５年さいたま市条例第  号）第１

条第１項又は第２項の規定により支給に当たって減ずることとされる額に相当する

額を減じた額」とする。

 （端数計算）

第６条 この条例の規定により給与の支給に当たって減ずることとされる額を算定す

る場合において、当該額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるもの

とする。

 （委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市教育

委員会が別に定める。

   附 則

 この条例は、平成２５年７月１日から施行する。


